
評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

Ⅰ-１-(1) 理念、基本方針が確立・周知されている。

1
Ⅰ-１-(1)-① 理念、基本方針が明文化され周知が
図られている。

ｂ

理念は明文化されており、ホームページやパンフレット
に記載されている。職員には入職オリエンテーションで
説明している。利用者、家族へはサービス利用開始時に
説明している。今後は理念の理解促進と定着化を図るた
め、事務所内掲示、職員倫理規程と連動し、より具体的
な行動規範に繋がるための検討、利用者、家族さらには
地域社会に周知するための取組が期待される。

第三者評価結果 コメント
Ⅰ-
２-

2
Ⅰ-2-(1)-①　事業経営をとりまく環境と経営状況
が的確に把握・分析されている。

ｂ

相談支援事業所、特別支援学校、ハローワーク、市保健
福祉課、社会福祉協議会、医療機関、大学などと連携し
たり、民間の中小企業経営者同友会に参加するなど情報
収集している。定期的にコスト分析、利用者の推移、利
用率等を法人全体の管理者会議などで分析している。毎
月顧問税理士などの専門家から助言・指導を受け経営状
況の把握・分析をしている。今後は、長期的な視野に
立って事業を進めるために、財務状況を分析すると共に
地域の福祉に対する需要の動向、潜在的利用者に関する
データー等を把握し、組織体制や設備の整備、職員体
制、人材育成等の取組が期待される。

3
Ⅰ-2- (1)-②　経営課題を明確にし、具体的な取り
組みを進めている。

ｂ

法人全体として、事業経営上の課題は経営改善計画書を
作成し法人管理者が協議し共有されている。今後は、地
域の特徴・変化等の潜在利用者に関するデーターを収集
し、利用者ニーズに対応できる職員体制など検討し利用
者数増加、利用率向上など具体的な計画などを作成し組
織内で共有されることが期待される。

第三者評価結果 コメント

Ⅰ-３-(１)　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

4
Ⅰ-3-(1)-①　中・長期的なビジョンを明確にした
計画が策定されている。

ｂ

法人として５ヵ年計画を策定し、計画スケジュール、新
事業の立ち上げや就労トータルサポーター配置、人材育
成強化期間の設定など具体的な内容になっている。今後
は実行の裏付けとなる収支計画書の作成や見直し時期の
設定など実施状況の評価ができる内容が期待される。

5
Ⅰ-3-(1)-②　中・長期計画を踏まえた単年度の計
画が策定されている。

ｂ

中・長期計画を反映した単年度計画を、数値目標を設定
して策定している。評価項目や評価時期の設定、収支計
画などを作成している。今後は職員参画のもと事業内
容、時期、担当者など実現に向けた具体的な取組内容な
どの計画が期待される。

6
Ⅰ-3-(2)-①　事業計画の策定と実施状況の把握や
評価・見直しが組織的に行われ、職員が理解してい
る。

ｂ

事業計画は全職員への聞き取りと毎月の職員会議で話し
合われた意見をもとに管理者などが事業計画を策定し職
員に周知している。今後は職員参画のもと、事業計画を
項目ごとに目標を数値化、スケジュール化するなど実施
に向けた具体的な取組が期待される。

評価対象Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ－１　理念・基本方針

Ⅰ-３　事業計画の策定

Ⅰ-３-(２)　事業計画が適切に策定されている。

Ⅰ-２　経営状況の把握

評　価　細　目　の　第　三　者　評　価　結　果(障がい者･児施設)
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

7
Ⅰ-3-(2)-②　事業計画は、利用者等に周知され、
理解を促している。

ｃ

事業計画は、利用者等への周知はされていない。今後
は、事業計画の特に利用者等にとって知っておいた方が
良い内容を分かりやすく説明した資料を作成するなど、
利用者等が理解しやすいような周知をするための工夫が
望まれる。

第三者評価結果 コメント

Ⅰ-４-(１)　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

8
Ⅰ-4-(1)-①　福祉サービスの質の向上に向けた取
組が組織的に行われ、機能している。

ｂ

日常的なサービスの振り返り、個別支援計画のモニタリ
ング、毎月の職員会議などでサービスの質向上に向けた
取組をしているが、課題の明確化やその評価に関する文
書化はしていない。今後は様々な取組の記録を徹底し、
その情報を集約して課題を文書化し、事業所として課題
を分析・検討し対応策を策定し評価するなど、PDCAサイ
クルに基づく実施体制の構築が期待される。

9
Ⅰ-4-(1)-②　評価結果にもとづき組織として取組
むべき課題を明確にし、計画的な改善策を実施して
いる。

ｂ

改善計画書として取り組むべき課題を文書化している。
職員間で共有化し、課題を分析・検討し計画的な改善策
を実施する取組には至ってない。今後は課題を事業計画
に反映し取り組む、または、単年度では解決できないも
のは、中長期計画の中で段階的に継続して取り組まれる
ことが望まれる。

第三者評価結果 コメント

Ⅱ-１-(１)　管理者の責任が明確にされている。

10
Ⅱ-1-(1)-①　管理者は、自らの役割と責任を職員
に対して表明し理解を図っている。

ｂ

事業所の運営や管理に関しての方針や取組を明確にし、
職員会議や研修、個人面談などで周知している。広報誌
などに掲載して表明などはしていない。今後は職務分掌
等で明示し日常に生かし、平常時のみならず有事におけ
る管理者の役割と責任や不在時の権限委任等を含め明確
化し、会議や研修において表明し周知が図られることが
期待される。

11
Ⅱ-1-(1)-②　遵守すべき法令等を正しく理解する
ための取組を行っている。

ｂ

管理者レベルで法人からの発信や関係機関などからの最
新情報は把握している。法令遵守の観点で経営に関する
研修等に参加し遵守すべき法令等の理解に努めている。
職員へは虐待防止、労働基準法、個人情報保護の徹底な
どについて周知の取組をしている。今後は、福祉分野に
限らず労働安全、災害、産業保健などに関する最新情報
を含めた法令をリスト化し、情報を把握更新し、職員に
周知したり、倫理規程をさらに具現化し職員の行動規範
につながるような体制や法令遵守に向けた研修体制の構
築が期待される。

Ⅱ-１-(２)　管理者のリーダーシップが発揮されている。

12
Ⅱ-1-(2)-①　福祉サービスの質の向上に意欲をも
ち、その取組に指導力を発揮している。

ｂ

管理者は、利用者の意志を尊重した支援が行われるよう
に状況を把握し必要に応じて面談したり、利用者の対応
について職員会議や日々の連絡・相談・報告の機会を通
じ協議するなどして課題の検討・改善に繋げている。今
後は、職員によるばらつきが無いように利用者に提供し
ているサービスの手順や取組方法などを明示し、職員が
共有できる体制の構築が期待される。

13
Ⅱ-１-(２)-②　経営の改善や業務の実効性を高め
る取組に指導力を発揮している。

ａ

管理者は、現況を職員に伝え情報を共有し協力体制を強
化するなど作業の効率化に努めている。経営改善計画書
を作成し新規受注、施設外就労の受注などで収支の安定
化を図るよう努めている。職員に対してはコミュニケー
ションの機会を多くとるように努め、就労意向や就労上
の課題などを聴き、就労トータルコーディネーターの設
置や増員などの提案を法人にするなど人員配置や働きや
すい環境整備に向けて取り組んでいる。

Ⅱ-１　管理者の責任とリーダーシップ

Ⅰ-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

評価対象Ⅱ　組織の運営管理
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

Ⅱ-２-(１)　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。

14
Ⅱ-2-(1)-①　必要な福祉人材の確保・定着等に関
する具体的な計画が確立し、取組が実施されてい
る。

ｃ

経営５ヵ年計画で職員のスキルアップに向けたStar制度
導入し、キャリアアップのイメージを職員に共有化する
取組をしている。有資格者確保の必要性は掲げているが
数値目標や計画スケジュー ル化されておらず資格取得助
成制度などはない。今後は、Star制度のみならず、基本
的な職員育成の基本方針を明示し、効果的な福祉人材確
保のため、人員計画の策定や採用活動や効果的な人材育
成の体制の構築が望まれる。

15
Ⅱ-２-(１)-②　総合的な人事管理が行われてい
る。

ｃ

法人独自のStar制度という評価制度にて『期待する職員
像』を明確化し、昇給・昇格の明確な基準を定め運用し
ている。今後は、Star制度に教育の基本方針を明示し運
用上の課題など定期的な見直しと改善、能力開発システ
ム、教育・研修制度、職員配置、ローテーション・異動
に関する基準等の明確化などの取組が望まれる。

16
Ⅱ-2-(2)-①　職員の就業状況や意向を把握し、働
きやすい職場づくりに取組んでいる。

ｂ

管理者は労務管理の責任者として就業状況を把握し、有
休取得を促したり、育児休暇取得体制を整えるなど働き
やすい職場作りに取り組んでいる。また、定期的な個別
面談を行い職員の意向把握や職員の悩みへの対応をして
いる。今後は、来年施行のハラスメント対応ができる相
談窓口を設置し、相談しやすい工夫や相談を受けた後の
解決を図る体制などの整備が期待される。

Ⅱ-２-(３)　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

17
Ⅱ-2-(3)-①　職員一人ひとりの育成に向けた取組
を行っている。

ｂ

２ヵ月に１回の個別面談で評価、振り返りを行っている
が個別の研修計画は作成されていない。今後は、管理者
は基より事業所がチームとして一人ひとりの目標に向
かって専門性の育成を支援する体制が期待される。

18
Ⅱ-2-(3)-②　職員の教育・研修に関する基本方針
や計画が策定され、教育・研修が実施されている。

ｂ

法人独自のStar制度で『期待する職員像』が明示されて
いるが経営理念に基づく教育基本方針について明示され
おらず、職員の理解が進んでいない。研修計画は法人内
の研修委員が担当し法人全体研修を年３回開催してい
る。外部研修等職員が希望すればシフト調整や参加費、
交通費を法人が負担している。内部研修は就業時間内に
組み込んで実施しているが量と質ともに十分ではない。
今後は教育基本方針に基づく教育・研修計画を中長期計
画と連動し、単年度計画や段階的、継続的研修などを計
画し人材育成の促進を図ることが期待される。

19
Ⅱ-2-(3)-③　職員一人ひとりの教育・研修の機会
が確保されている。

ｂ

法人で内部研修等実行委員会を設置し「職員が働きやす
い環境を目指す」を活動目標とし年３回及び全職員研修
を実施している。職員の知識、技術水準、専門資格取得
状況を把握し意向なども踏まえ必要な外部研修へ促し受
講後は復命などで情報共有している。今後は、事業所の
研修体制の見直しや一人ひとりの研修計画書を作成し専
門性の育成が図られることが期待される。

Ⅱ-２-(４)　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

20
Ⅱ-2-(4)-①　実習生等の福祉サービスに関わる専
門職の研修・育成について体制を整備し、積極的な
取組をしている。

ｃ

実習生は受け入れていない。管理者は、実習生受け入れ
に関するスーパービジョン研修なども受講している。専
門職の研修や育成についての基本姿勢を明文化したマ
ニュアルやプログラム編成などは整備されていない。今
後はマニュアルやプログラムなどが整備され受け入れ体
制の構築が望まれる。

Ⅱ-２　福祉人材の確保・育成
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

21
Ⅱ-3-(1)-①　運営の透明性を確保するための情報
公開が行われている。

ｂ

ホームページやWAMNET、パンフレットなどに事業活動計
算書や事業活動明細書、貸借対照表、損益計算書等及び
事業所の理念や提供している福祉サービス内容などを公
開している。今後は第三者評価の受審や苦情・相談体制
や内容の公表等に取り組まれることが期待される。

22
Ⅱ-3-(1)-②　公正かつ透明性の高い適正な経営・
運営のための取組が行われている。

ｂ

事務、経理、取引に関しては、毎月法人の担当者による
確認作業を受けている。財務に関しては、顧問税理士事
務所により毎月点検し指導・助言を受けている。今後は
経営管理、組織運営、事業など関する外部の専門家によ
る監査支援など受けることや、職員への周知内容・方法
を検討することが期待される。

第三者評価結果 コメント

Ⅱ-４-(１）　地域との関係が適切に確保されている。

23
Ⅱ-4-(1)-①　利用者と地域との交流を広げるため
の取組を行っている。

ｂ

施設外就労先企業の行事参加などはあるが、地域行事の
参加や地域交流は行っていない。管理者は相談支援事業
所や福祉サービス事業所等と連携している。活用できる
社会資源については、利用者が自由に閲覧できるファイ
ルを作成して情報提供している。今後は、事業所として
地域にどのように関わるか、また利用者にとって地域と
は何かなど検討したうえで、具体的な取組につながるこ
とが期待される。

24
Ⅱ-4-(1)-②　ボランティア等の受入れに対する基
本姿勢を明確にし体制を確立している。

ｃ

社会福祉協議会からの依頼に対してボランティア受け入
れの受付はしている。今後は、ボランティアの活用など
について具体的に事業所としての考え方を検討し、必要
に応じて基本方針やマニュアル、手順書、プログラム、
関係帳票などが整備されることが望まれる。

Ⅱ-４-(２）　関係機関との連携が確保されている。

25
Ⅱ-4-(2)-①　福祉施設・事業所として必要な社会
資源を明確にし、関係機関等との連携が適切に行わ
れている。

ｂ

事例に応じて、医療機関、相談支援事業所、ハローワー
ク、高等支援学校、グループホームなどと連携してい
る。中小企業経営者同友会に参加し当該事業所の活動に
ついて啓蒙活動を行い一般企業移行への情報交換などを
している。随時・適時のつながりのみならず定期的な
ネットワークづくりに努めている。今後は、社会資源を
リスト化したり、ネットワークの構築や緊急時の連携な
ど積極的に関わることが期待される。

Ⅱ-４-(３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

26
Ⅱ-4-(3)-①　地域の福祉ニーズ等を把握するため
の取組が行われている。

ｂ

管理者は自立支援協議会の地域部会などに参加し、地域
の同業者などと交流や情報交換を行っている。ハロー
ワークや相談支援事業所から情報収集した結果、送迎ポ
イントを新設しＪＲ駅周辺の利用者確保につながるなど
の取組をしている。今後は、地域の福祉ニーズや生活課
題の把握を組織的に継続的に取り組む体制構築が望まれ
る。

27
Ⅱ-4-(3)-②　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益
的な事業・活動が行われている。

ｃ
公益的な事業・活動は行っていない。今後取組について
検討されることが望まれる。

Ⅱ-４　地域との交流、地域貢献

Ⅱ-３　運営の透明性の確保

Ⅱ-３-(１)　運営の透明性を確保するための取組が行われている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

Ⅲ-１-(１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

28
Ⅲ-1-(1)-①　利用者を尊重した福祉サービス提供
について共通の理解をもつための取組を行ってい
る。

ｂ

理念として利用者を尊重した福祉サービスの実施を明示
した運営規程、倫理綱領等を事務所に備え置き、研修会
等を開催して福祉サービス提供への共通理解に努めてい
る。職員個人の自己評価内容の一部に利用者尊重等への
配慮項目があるが、組織的な支援サービスの提供におけ
る人権配慮について振り返る仕組みがないので、利用者
の尊重等の配慮について組織支援の在り方を振り返る定
期的な仕組みの構築が期待される。

29
Ⅲ-1-(1)-②　利用者のプライバシー保護に配慮し
た福祉サービス提供が行われている。

ｂ

問題行動等の対応マニュアルで、タイムアウト時にもプ
ライバシー配慮を定めて取り組んでいる。利用者面談時
の限られた空間での座席の位置や音漏れ等についてプラ
イバシー保護の配慮に取り組んでいる。経験知的に多く
のプライシー配慮の対応を重ねているので、明示知とし
て利用者から理解を得る周知方法も含めてマニュアル等
の再検討に取り組み、職員理解を促すことが期待され
る。

Ⅲ-１-(２)　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

30
Ⅲ-1-(2)-①　利用希望者に対して福祉サービス選
択に必要な情報を積極的に提供している。

ａ

ホームページやブログ等の電子媒体を利用し、写真や絵
の活用からイメージ化しやすい情報提供を行い、わかり
やすい福祉サービスの情報提供に取り組んでいる。紙媒
体の情報提供として、ハローワークや相談支援事業所、
高等支援学校の進路指導部などへパンフレットを配布し
て備え置き依頼を行い、多くの人が情報を入手できるよ
うに閲覧・配布等の取組に努めている。

31
Ⅲ-1-(2)-②　福祉サービスの開始・変更にあたり
利用者等にわかりやすく説明している。

ｂ

事業所の事業目的・方針をもとに福祉サービスの内容、
日中活動としての施設外就労先のメニュー等を提示した
説明を行い、利用者の自己決定を尊重した同意からの利
用契約を交わすことに努めている。説明職員の豊かな経
験知のもとに利用者ごとに適正な説明を行っているの
で、利用者への配慮・対応として同じ手順・配慮で行わ
れるように組織的にルールとして定めて運用を図ること
が期待される。

32
Ⅲ-1-(2)-③　福祉施設・事業所の変更や家庭への
移行等にあたり福祉サービスの継続性に配慮した対
応を行っている。

ｂ

事業所の支援が終了する時には、利用者の要望に応じて
移行先への情報提供や引継ぎを行い、終了後も面談や電
話の相談応対など継続性に配慮した対応に努めている。
運営規程で福祉サービスの終了時に指定障害福祉サービ
ス事業者等の連携を規定しているので、豊かな経験知に
よる継続性の配慮の手順等を組織的に検討し、終了時の
利用者等への説明内容書の手渡し対応までを明文化する
ことが期待される。

33
Ⅲ-1-(3)-①　利用者満足の向上を目的とする仕組
みを整備し、取組を行っている。

ｂ

定期的に毎月、個別の相談面接と併せて大枠的な満足度
の把握、調査に努めている。就労支援先の仕事や人間関
係等の悩みごとや相談について匿名可能なアンケート調
査を行い、就労支援への対応充実に結び付けているの
で、家族等の受け止めの視点も取り入れた利用者満足を
的確に把握することを目的とした調査から、双方向性の
対応となる支援の仕組みの充実化に向け検討が期待され
る。

34
Ⅲ-1-(4)-①　苦情解決の仕組みが確立しており、
周知・機能している。

ｃ

苦情処理規程を定めて、利用者への重要事項の説明時に
周知を行うとともに事務室内に苦情の申し出窓口等を掲
示している。苦情・相談等への対応が、施設外就労支援
先への移動中や就労中に随時対応して各種記録様式内に
散在的に記録を行っているので、苦情対応体制の再整備
として、苦情に係る記録方法から公表の在り方までを、
福祉サービスの質の向上に向けた機能する仕組みとして
検討されることが望まれる。

評価対象Ⅲ　適切な福祉サービスの実施

Ⅲ－１　利用者本位の福祉サービス

Ⅲ-１-(３)　利用者満足の向上に努めている。

Ⅲ-１-(４)　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

35
Ⅲ-1-(4)-②　利用者が相談や意見を述べやすい環
境を整備し、利用者等に周知している。

ｂ

限られた施設構造の環境の中で仕切りを設けて、会話漏
れの配慮として音楽を流すなどの工夫を行い相談や意見
を述べやすい相談スペースの確保に努めている。「相
談・苦情申し出窓口のご案内」に相談・苦情受付者が全
職員と明示しているが、特に日頃接する職員以外の相談
窓口や複数の相談方法と相手の用意があり選択できる仕
組みとしての説明や文書を作成して周知する等の取組が
期待される。

36
Ⅲ-1-(4)-③　利用者からの相談や意見に対して、
組織的かつ迅速に対応している。

ｂ

月に１回の個人面談日を設けて日中活動として施設外就
労の提供支援を行っている。各種作業のわかりやすい手
順書を作成し、就労相談支援とともに生活上の相談対応
にも取り組んでいる。積極的な利用者意見の把握のため
に無記名が可能なアンケート調査を行っている。職員の
経験知を生かした相談・意見への対応を重ねているの
で、利用者の意見や要望、提案等への組織的な対応マ
ニュアルの整備・充実が期待される。

37
Ⅲ-1-(5)-①　安心・安全な福祉サービスの提供を
目的とするリスクマネジメント体制が構築されてい
る。

ｂ

事故発生時のマニュアルを整備して、利用者の安心、安
全を脅かす事例の発生要因を分析し、再発防止策の検
討・実施に取り組んでいる。事故発生時の対応に追加し
て、予防対応が主体のリスクマネジメント体制構築に向
けて、職員個人の反省を促したり責任を追及したりする
ためのものではないことに留意したヒヤリハットの分析
や改善策等を検討する場の設置、計画的な研修、安全確
保の実効性を定期的に振返るなどの仕組みの充実が期待
される。

38
Ⅲ-1-(5)-②　感染症の予防や発生時における利用
者の安全確保のための体制を整備し、取組を行って
いる。

ｂ

感染予防の取り組みとして、就労先企業等から感染対策
の情報を得ている。就労先への移動中車内も含めて感染
対策を行っている。感染症予防や発生時のマニュアルの
作成に取り組んでいるので、コロナ禍への対応も含め組
織的に機能する体制の確立に向けて、マニュアル充実化
への定期的な見直しや研修等に取り組むことが期待され
る。

39
Ⅲ-1-(5)-③　災害時における利用者の安全確保の
ための取組を組織的に行っている。

ｂ

大規模災害対策マニュアルを整備し、利用者及び職員の
安否確認の方法から職員の参集基準等の行動基準を策定
して全職員に周知している。施設外就労支援の事業所で
あるため利用者が事業所内にはいない場合が多く、今年
度は利用者不在時に職員のみで避難訓練の実施に取り組
んでいるが、利用者が在所時の避難訓練の取組や利用者
の在所人数を考慮した備蓄リストの作成等の取組の検討
が期待される。

第三者評価結果 コメント

40
Ⅲ-2-(1)-①　提供する福祉サービスについて標準
的な実施方法が文書化され福祉サービスが提供され
ている。

ｂ

「新人職員等教育・育成オリエンテーションシート」や
マニュアル等によって職員間の福祉サービス提供内容の
差異を無くし共通化への標準的な実施方法の文書化に努
めている。標準的な実施方法の文書化が分散的になって
いるのでPDCAを踏まえて統合し、標準的な実施方法の活
用に向けて職員の理解を図る取組とともに、担当職員に
より配慮された支援実施と相補的に共通化した標準的な
実施方法による実施を確認する仕組みの確立が期待され
る。

41
Ⅲ-2-(1)-②　標準的な実施方法について見直しを
する仕組みが確立している。

ｂ

利用者への直接的業務対応の標準化として、就労先の作
業内容や注意事項等の配慮対応のマニュアルを利用者か
ら理解を得やすい写真や図表を用いて作成に取り組み、
利用者の意見や提案も反映しながら見直し・検討に努め
ている。直接的業務の見直しに努めると同様に、事業所
内の間接的業務も考慮した標準的な実施方法の検証・見
直しに取り組む仕組みの充実が期待される。

Ⅲ-１-(５)　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

Ⅲ-２-(１)　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

Ⅲ-２　福祉サービスの質の確保
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

42
Ⅲ-2-(2)-①　アセスメントにもとづく個別支援計
画を適切に策定している。

ｂ

個別支援計画は、管理者の責任のもとに担当者会議で計
画策定案についての話し合い、利用者説明と同意を得る
仕組みがある。利用者面談時にアセスメント様式を用い
て利用者意向の把握・確認に努めている。引継ぎノート
をもとに、日々の「帰りの会」でPDCAを踏まえた支援の
実施状況を確認する仕組みを構築している。個別支援計
画の策定等を組織支援のプロセスとしてアセスメント等
の協議、計画策定の合議、利用者の意向把握と同意を含
む手順を定めることが期待される。

43
Ⅲ-2-(2)-②　定期的に個別支援計画の評価・見直
しを行っている。

ｂ

運営規程に個別支援計画を少なくとも６ヵ月に１回以上
定期的に見直し実施状況の把握から必要に応じて計画変
更を行うことを定めて実施している。見直しの大枠的な
手順が定められているが就労後の「帰りの会」で経験知
的に対応している個別支援の変更対応や、関係職員への
周知、実施記録などの対応手順等を含めて組織的な仕組
みの充実に向けた手順整備の再検討に取り組むことが期
待される。

Ⅲ-２-(３)　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

44
Ⅲ-2-(3)-①　利用者に関する福祉サービス実施状
況の記録が適切に行われ、職員間で共有化されてい
る。

ｂ

利用者の出勤状況と出来事、相談内容等の業務日報へ記
録後に各職員が署名回覧して内容確認する仕組みととも
に、パソコンのネットワークシステムを活用して各種記
録ファイルが随時閲覧できる情報共有の仕組みを整備し
ている。各種統一様式を備えて利用者状況を把握した記
録を行っているが、職員間で様式の用い方、記録内容や
書き方に差異が生じないように記録要領の作成に取り組
むことが期待される。

45
Ⅲ-2-(3)-②　利用者に関する記録の管理体制が確
立している。

ｂ

法人主体により個人情報保護規程を策定し、個人情報の
不適正な利用や漏えいへの対策と対応として運営規程や
就業規則等の関連規程と連動した管理体制となってい
る。個人情報保護規程に適正管理対策の実施として従業
員への教育・事業訓練等を明記しているので職員への教
育・研修の取り組みの検討と、規程内にある個人データ
の適正管理から組織の現状に合わせた紙媒体と電子媒体
記録の廃棄方法等の検討に取り組むことが期待される。

Ⅲ-２-(２)　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

第三者評価結果 コメント

A-1-(1) 自己決定 の尊重

A①
A-1-(1)-① 利用者の自己決定を尊重した個別支援
と取組を行っている。

ｂ

法人の基本理念に「ご本人の意思を尊重」「健全な自立
生活の獲得」「社会経済活動への参加」を諸書へ標榜
し、個別支援の指針としている。就労後の利用者と職員
のミーティングや週１回及び毎月１回の管理者との個人
面談を実施し、利用者の現状や課題、職業スキルを身に
つけた後の目標を一緒に考え、本人本意による発展に向
けた支援に尽力している。聴覚障がい者の安全確保のた
めに就労先企業の作業車運転手へ蛍光腕章の装着を依頼
したり、心身の変調時には休憩室で休むよう促したり、
聴覚過敏の方へは耳栓とイヤマフを提供するなど、合理
的配慮を行っている。管理者は職員個別に利用者の困り
ごと事例を通じ権利の保障について確認する機会がある
ので、今後は個々に取り組んでいる利用者の権利の保障
の検討について、職員全員による検討と理解・共有を行
い、日々の支援に反映されることが期待される。

A②
A-1-(2)-① 利用者の権利擁護に関する取組が徹底
されている。

ｃ

職員倫理規程に権利擁護に係る文言を明示している。虐
待防止対応規程に身体拘束と成年後見制度に係る権利擁
護について文章化し其々新入職員へ説明しているが、利
用者の権利擁護に関する規定・マニュアルは整備されて
いない。就労先現場で就労先職員から不利益な叱責や言
葉の侵害などを受けた場合は、就労先企業の取り纏め社
員へ利用者への配慮等について申し出を行い改善に向け
ている。今後は、実践されている取り組みを文書上で明
確な仕組みとして位置付けされ、権利擁護に関する具体
的で分かりやすい規程・マニュアルとして整備し、利用
者、家族への権利擁護と権利侵害の説明、職員への周知
を徹底することが期待される。また、日常の支援におけ
る権利擁護に関する取組を見直し、職員個々が自己点検
するとともに事業所全体で権利擁護や権利侵害防止が定
着した支援体制の構築が望まれる。

第三者評価結果 コメント

A③ 
A-2-(1)-① 利用者の自律・自立生活のための支援
を行っている。

ａ

事業所独自のフェイスシートにて利用の生活歴や希望等
の情報を記し職員間で共有し変更時には更新している。
利用者は自立度が高く自力で行う行為や活動も幅広く行
える方が多いため、生活面の支援は利用者の心情に特に
配慮を持ち対応している。不調時の頓服の飲み忘れの事
例では、週間管理表を用いた服薬チェックなどの管理方
法についてアドバイスし、利用者自らの管理を支持して
いる。定時出勤への生活リズムや衛生面が難しくなった
場合は利用者と話し合い一緒にタイムスケジュール管理
表を作成し自力で管理しやすい工夫をしている。行政手
続きについては利用者の要望に応じて同行支援してい
る。毎月１回相談支援事業所主催のケア会議に出席しグ
ループホームや訪問看護ステーション等と連携し、利用
者、家族等と話し合い利用者の要望や利益に叶う支援に
努めている。

A④
A-2-(1)-② 利用者の心身の状況に応じたコミュニ
ケーション手段の確保と必要な支援を行っている。

ｂ

就業先企業の協力を得て就労場所にホワイトボードを設
置し伝達等で活用したり、作業する利用者の手元に作業
メモを置き随時確認できるようにするなど配慮を行って
いる。作業場では利用者との意思伝達のための業務上手
話も用いられ、職員との意思疎通を図っている。職員も
一緒に作業に関わる時間が多く、その忙しい状況を利用
者自身が理解して感情を押さえ込む事例がある。「分
かって欲しい」の本人メッセージに「いつでも伝えて下
さい」などの、個々に応じたコミュニケーションスタイ
ルの確立や職員の利用者理解促進に向けた取組が期待さ
れる。

A-2 生活支援

A-1 利用者の尊重と権利擁護

A-2-(1) 支援の基本

評価対象　障がい者・児施設　付加基準

A-1-(2) 権利侵害の防止等
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑤
A-2-(1)-③ 利用者の意思を尊重する支援としての
相談等を適切に行っている。

ｂ

送迎時や就労後ミーティング、毎週・毎月の個別面談時
で利用者が話せる機会を個別に設けており、迅速な対応
が難しい場合は日時調整して相談に応じている。担当職
員とサービス管理責任者は毎日の業務ミーティングで利
用者の相談内容を共有し支援等に反映している。就労先
企業の仕事内容の変更による利用者の困難な思いをヒヤ
リングで確認した場合は、個別支援計画へ適宜反映し支
援の見直しを行っている。また、利用者の状態変化のた
め作業変更が必要となった場合には、提携先企業２箇所
の作業内容に関する情報を改めて伝えたり、法人内他事
業所への移籍や他の就労サービスの情報提供も行い、メ
リット・デメリットも伝え利用者が望む選択となるよう
支援している。今後は、職員個々の相談支援のスキルや
知識が習得出来る研修やOJTなどの取組が期待される。

A⑥
A-2-(1)-④ 個別支援計画にもとづく日中活動と利
用支援等を行っている。

ｂ

就労が日中活動と位置付け、利用者の希望や意向に応じ
た就労に係る内容を個別支援計画に示している。コロナ
禍により例年行われている事業所独自のレクリエーショ
ンやテーブルマナーの要素も踏まえたホテルでのランチ
ビュッフェなどは行われていない。関係機関からスポー
ツに関する情報提供が届けられ利用者に周知している。
今後は、外部環境からの影響による自粛等が考えられる
状況でも補完できるレクリエーションプログラムの提供
の工夫や利用者の日中活動への支援に取り組まれること
が期待される。

A⑦
A-2-(1)-⑤ 利用者の障害の状況に応じた 適切な支
援を行っている。

ｂ

支援方法の検討は、個々の障がい特性や病理的側面、環
境など多角的な視点を持ち、就労場面でも理解を深め、
日々業務ミーティングを行いタイムラグなく話し合って
いる。行動障害においては本人の考え方を見つめ分析し
て通常のあり方を穏やかに伝え、こだわりの強い方へは
本人が選択可能となるよう他の方法を提案し一緒に考え
ている。ADHD多動の方では一つの作業枠の仕事量の分散
や減少をして物理的に急ぎたい衝動を抑えるなどの支援
方法を検討している。不安定な状態にはシフトの変更や
必要に応じて主治医と相談し調整を図っている。法人内
部研修で学ぶ機会を確保しているものの、利用者本人の
発信力を踏まえた把握の仕方や理解については職員個々
のスキルにばらつきがあり事業所全体のものとはなって
いない。今後は利用者の抱える病気や障害について専門
知識の習得など支援の向上に向けての取組が期待され
る。

A⑧
A-2-(2)-① 個別支援計画にもとづく日常的な生活
支援を行っている。

ｂ

実施している送迎サービスにおいて、利用契約前に送迎
車の乗降体験を行い、移動・移乗に無理がないかを確認
している。遅延時間の長短や、やむ得ない事情により、
午前中のシフトを午後に設定し直すなど柔軟に対応して
おり、働く意欲を損ねない支援に努めている。就労継続
支援事業上の合理的配慮の道理にかなったものとして送
迎サービスを位置付けており、送迎に関する個別支援計
画の策定には至っていない。今後は、個別支援計画に移
動・移乗等の支援を記載し、個々への配慮事項等も記載
され適時見直すことが期待される。

A⑨
A-2-(3)-① 利用者の快適性と安心・安全に配慮し
た生活環境が確保されている。

ｂ

事業所の特性上、就労場所が日中活動の場に当てはま
る。就労先の建物の構造上、万人に配慮された設計では
ないが、利用者からの意見等を得ながら少しでも快適に
過ごせるための工夫に努めている。作業中に疲れが出た
り、精神的に不調が見られた場合は静養を促し、休憩室
にはクッションや緩衝マットも配置している。コロナ禍
により、トイレのエアータオルを廃止しペーパータオル
が用意されるなど、企業側からも感染対策への配慮が得
られている。個別面談の機会に就労場所の環境への意向
について話を聞く機会を設けている。施設外就労の特徴
として就労先企業と状況に応じて調整を図りながら安
心・安全に配慮した生活環境が確保されることが期待さ
れる。

A-2-(2) 日常的な生活支援

A-2-(3) 生活環境
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑩
A-2-(4)-① 利用者の心身の状況に応じた 機能訓
練・生活訓練を行っている。

ｂ

専門職の助言・指導を得た機能訓練・生活訓練を行って
いないが、食品工場内の就労では作業評価を行う事で利
用者の持っている力を引き出している。訓練を積み仕事
に慣れた利用者が他の利用者へ作業のアドバイスを行っ
たり、作業道具を自ら準備するなど自分の役割として発
展させている方もいる。生活訓練として支援している内
容は個別支援計には記載していないので、今後は生活訓
練についても計画に盛り込まれることが期待される。

A⑪
A-2-(5)-① 利用者の健康状態の把握と体調変化時
の迅速な対応等を適切に行っている。

ｂ

不調時に観られる個々のサインを捉え、明らかな心身の
不調が見られた際は、欠勤や早退、必要時には受診につ
なげている。変化を感じた場合の利用者の様子や言葉を
業務日報に記載している。医療関係者とは関係する中で
利用者の健康状況の伝達を受けたり、利用者の承諾を得
てSWへ経過を伝え提案する機会がある。職員の利用者へ
の健康管理については個別的な指導が主となっている。
急病・急変時対応や感染症対応などのマニュアルは整備
されている。臨場時には確実且つ速やかな対応を要する
ため、これらマニュアルが現状に即したものとなってい
るかの確認や見直しを行い、対策を徹底するための仕組
みや職員研修を随時実施することが求められる。感染症
予防など健康管理に関する委員会などを設置し徹底した
対策が期待される。

A⑫
A-2-(5)-② 医療的な支援が適切な手順と安
全管理体制のもとに提供されている。

非該当

A⑬
A-2-(6)-① 利用者の希望と意向を尊重した社会参
加や学習のための支援を行っている。

ｂ

社会参加として当事業所の施設外就労の場面があるが、
要望があれば法人内の他事業所の契約企業の体験就労も
一定の期限を設け可能である。利用者当事者会のコミュ
ニティー交流会への参加希望では有休取得やシフト変更
で対応しており、コミュニティー参加により利用者自身
が情報を得る機会を支援している。一般企業に就職する
ための意欲を高めるために、労働局職員を講師として
「企業が求める職員としてのスキルや態度」などをテー
マにセミナーを計画している。利用者の社会参加に向け
た情報の収集・提供や学習・体験の機会を準備する関わ
りが期待される。

A⑭
A-2-(7)-① 利用者の希望と意向を尊重した地域生
活への移行や地域生活のための支援を行っている。

ｂ

地域にある社会資源のパンプレットを取りまとめ利用者
へ情報提供している。利用者の意思や希望による就労継
続支援により、通勤生活にて生活のリズムを整え社会性
や労働習慣を身につけている。実家からグループホーム
へ移行となった方では、毎週１回就労後の個別面談にて
環境変化における生活等の状況をアセスメントし配慮事
項や新たな支援を確認している。また、相談事業所と個
別支援計画の共有化を図り連携に努めている。コロナ禍
により、現状に即した学習・体験の機会も困難な状況で
はあるが、地域生活を継続するための意欲を高める支援
や工夫が期待される。

A-2-(4) 機能訓練・生活訓練

A-2-(5) 健康管理・医療的 な支援

A-2-(6) 社会参加、学習支援

A-2-(7) 地域生活への移行と地域生活の支援
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑮
A-2-(8)-① 利用者の家族等との連携・交流と家族
支援を行っている。

ｂ

利用者と家族の意見の相違などがある場合は、本人本意
となる方向性を家族と一緒に話し合い検討し支援に当
たっている。通常の就労状況等を伝える際は利用者に意
向確認し報告している。家族から利用者本人の悩みとし
て相談を受けることもある。体調不良や急変時は職員が
業務携帯にて事業所事務所を通じ家族へ連絡するルール
である。障がい特性に鑑みた就労に対する家族の理解度
について利用者から聴く機会を設けており、家族支援を
含めた包括的なアセスメントに繋げ理解促進に向けてい
る。今後は、専門職として家族の生活や支援に関する悩
みなどにも応えつつ更なる信頼関係を築き、家族と共に
利用者の生活の質と一般就労への方向づけを高める取組
が期待される。

第三者評価結果 コメント

A⑯
A-3-(1)-① 子どもの障害の状況や発達過程等に応
じた発達支援を行っている。

評価外

第三者評価結果 コメント

A⑰
A-4-(1)-① 利用者の働く力や可能性を尊重した就
労支援を行っている。

ａ

就労訓練では一連の流れ作業の細分化を行い、作業内容
の選択の元に可能性を提示し試行を重ねて実践してい
る。就労先物流倉庫内での機器類を管理しつつ物品を仕
分けし送り出す就労訓練作業なども確保し、より責任の
高い分野へも発展できる環境を整えている。精神の方で
起床が難しい場合はまずは週２回の午後の時間枠の就労
を提供している。就労企業先のマニュアルや講習用動画
を利用者向けに作成し研修を実施している。働くための
マナーへの想像力を養えるように利用者と接する機会に
意見交換している。定期的に就労先企業との打ち合わせ
を行っており、高評価事案を利用者へフィードバックし
ている。熟練の結果、発展的ポジションへ仕事を任され
る事で意欲向上に繋がっている。契約企業との協働関係
を築き、関係する機関と適宜連携しつつ就労支援を行っ
ている。

A⑱
A-4-(1)-② 利用者に応じて適切な仕事内容等とな
るように取組と配慮を行っている。

ｂ

利用者の意向や障がいの状況に応じて仕事の開始時間や
作業セクション等の配慮を行っている。就労先企業での
工程の変化時にはその都度意向を聞いている。コロナ禍
の影響で仕事内容の切り替わりが発生し利用者により就
労困難なケースが出たが、医療機関や相談支援事業所、
SWとも連携し法人内他の就労先や就労継続支援B型事業所
への移行支援を行った。作業計画書は企業指示書により
利用者と一緒に作成し同意を得ている。賃金は雇用契約
書に明示して説明と同意を得て支払われている。キャリ
アアップ制度を導入し昇給基準・登用基準を設け、キャ
リアアップ評価表にて能力ユニット毎に評価し決定に向
けている。仕事場における安全教育・管理では事故防止
や怪我を防ぐルールを伝え、安全靴の支給や就労先企業
からも安全協力を得ている。今後は、安全管理について
利用者教育プログラムを整備するなど労働安全衛生に関
する配慮などの検討・見直しや作業場毎のマニュアルの
策定が期待される

A-4 就労支援

A-3 発達支援

A-2-(8) 家族等との連携・交流と家族支援

A-3-(1) 発達支援

A-4-(1) 就労支援
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評価結果詳細（障がい者・児施設）

A⑲
A-4-(1)-③ 職場開拓と就職活動の支援、定着支援
等の取組や工夫を行っている。

ａ

サービス管理責任者は中小企業商談会に毎月参加し、ビ
ジネスチャンスを拡大し利用者の職場開拓に努めてい
る。就労継続支援から一般就労に向けた支援や一般就労
後のフォローアップ体制を整えている。ハローワークや
必要に応じ障害者就業・生活支援センターと連携し、採
用についても共有している。法人の就労トータルコー
ディネーターが利用者と希望する企業との架け橋にな
り、職場見学や説明会、体験・実習、面接に同行し、ま
た適宜企業の協力を依頼しサポートしている。また、体
験・実習期間は職業アセスメントを取り検討に向けてい
る。障害者で離職した方の受け入れやハローワーク、相
談支援事業所、就業生活支援センターからの受け入れも
可能としている。就労先企業へは利用者の了承を得た上
で合理的配慮を書面化して提示し理解や協力を求めるな
どの働きかけを行っている。
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